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国立大学法人等に 対する労働保険の 適用について 

国立大学法人法 ( 平成 1 5 年法律第 1 1 2 号 ) が平成 1 5 年 1 0 月 1 日から 

施行され、 平成 1 6 年 4 月 1 日に国立大学法人及び 大学共同利用機関法人 ( 以 

下 「国立大学法人等」という。 ) が 成立することとなるが、 国立大学法人等に 対 

する労働保険の 適用及びその 事務処理については 下記のとおりとなるので、 了 

知 されたい。 

" 一 - - 口 己 

1  国立大学法人法の 概要 

国立大学法人法は、 大学の教育研究に 対する国民の 要請にこたえるととも 

に、 我が国の高等教育及び 学術研究の水準の 向上と均衡あ る発展を図るため、 

国立大学を設置して 教育研究を行 う 国立大学法人の 組織及び運営並びに 大学 

共同利用機関を 設置して大学の 共同利用に供する 大学共同利用機関法人の 組 

織及び運営について 定めることを 目的とするものであ る。 

なお、 国立大学法人法の 内容は別添のとおりであ るので、 参考とされたい。 

2  国立大学法人等に 対する労働保険の 適用について 

国立大学法人等はその 職員の身分が 非国家公務員の 法人であ り、 一元適用 

事業で労災保険と 雇用保険の両保険に 係る保険関係が 成立する事業となるこ 

とり 

3  国立大学法人等に 係る事務処理について 

現在の国立大学及び 大学共同利用機関は 一元適用事業で 雇用保険に係る 保 

 
 

 
 

 
 

  



険 関係のみが成立している 事業であ るところ、 国立大学法人等は 上記 1 のと 

おりの事業となるため、 労働保険事務の 所掌が所掌 3 から所掌 1 へと変更さ 
れることとなることから、 平成 1 2 年 3 月 3 1 日付け労働省発労役第 35 号 

の 別除「労働保険適用関係事務処理手引・ 労働保険料算定基礎調査実施要劇 

の 策 1 章の第 4 の 3 の「所掌の変更」により 事務処理を行 う こと。 

 
 
































